
広告出稿代行サービス「WANCO」利用規約 

 

 

株式会社アクル（以下「当社」といいます）は、この規約（以下「本規約」といいます）

に基づき広告出稿代行サービス（以下「本サービス」といいます）を契約者に対し提供す

るものとし、契約者は本サービス利用にあたり本利用規約および、ヤフー株式会社等が規

定 す る 「 Yahoo! プ ロ モ ー シ ョ ン 広 告  広 告 取 扱 基 本 規 定 

（https://marketing.yahoo.co.jp/guidelines/terms.html）」等、当社が広告出稿を行う事業

者（以下「出稿先事業者」といいます）の規約に同意するものとします。 

 

第１条（総則） 

1. 契約者とは、本規約の承諾に基づいて当社に利用申込および本サービス利用料金の支

払いなどの当社指定の手続きを済ませた結果、当社から本サービスの利用を認められ

契約が成立した法人・団体または個人をいいます。 

2. 当社は、契約者に対し、第４条に定める本サービスを提供します。 

3. 当社および契約者は、本サービスの提供・料金の支払い等について本規約が定める義

務を、誠実に履行するものとします。 

 

第２条（本規約の適用） 

本規約は、当社と本サービス契約者との間に生じる一切の関係に適応されるものとし、当

社が契約者からの申し込みを受理した日をもって適用を開始されるものとします。 

 

第３条（利用申込、および契約関係の成立） 

1. 本サービスの利用を希望する場合は、当社運営サイト上の本サービス申込みフォーム

から当社指定の必要情報を入力の上で申込み手続きを行うものとします。本サービス

の利用料金の支払い手続きの確認をもって、当社は利用申込を受け付けたものとしま

す。 

2. 本契約は、契約を希望する者から受領した申込みに対し本サービスの提供可否にかか

る審査を当社が行い、当社によって以下の別表に記載する広告出稿開始が行われた日

をもって、当社と契約者の利用契約が締結されたものとします（審査の結果、サービ

ス提供ができない場合にのみ、当社は申込者へ通知を行います）。契約者は、本サービ

スの利用の申込みを行った時点で契約者が本利用規約の内容を承諾しているものとみ

なし、契約者はこれに同意するものとします。 

3. 当社は、利用申込を受け付けた時期に応じて、以下の別表に準じて広告の制作・出稿・

運用業務を開始するものとします。 

 



申込み手続き完了日 広告出稿開始時期 

当月の 1～15日まで 翌月の月初から 

当月の 16～月末日まで 翌々月の月初から 

 

第４条（サービス内容） 

1. 当社は、契約者の申込みを受け、契約者の申込み情報に基づき広告の作成、アカウン

トの設定、広告配信に必要な設定を行うものとします。契約者は、当社への申込みを

行った時点で、広告制作については当社に一任するものとし、内容に対して何ら異議

を申し立てず、また何ら責任を問えないものとします。当社は当該広告の制作の内容

について原則として開示せず、申込者からの問い合わせに対して回答する義務を負わ

ないものとします。 

2. 当社は、広告配信の設定を本サービス申込み１件に対して広告を作成し、当社の指定

する期間において広告を出稿するものとします。 

3. 契約者は広告からの見込み顧客の流入は契約者が自ら確認するものとします。当社は、

定期的な運用報告レポート配信や個別の質問への対応は原則として行わないものとし

ます。 

 

第５条（利用料金および支払い方法） 

1. 本サービスは月額サービスとし、利用料金は別途当社が定めるWebページに記載の金

額に消費税および地方消費税の税率を乗じた金額の合計額とします。 

2. 契約者は、当社が予め認めたクレジットカードによる決済または当社が別途指定する

方法に限られるものとします。 

3. 当社は、契約者への事前通知によって、本サービスの利用料金を改定することができ

ます。 

 

第６条（解約、サービスの停止） 

1. 本サービスの最短契約期間は３ヶ月とします。 

2. 本サービスは、契約者より解約の申し出がない限り１ヶ月ごとの自動更新とするもの

とします。 

3. 解約を希望する契約者は、その旨を契約終了希望月の前月２０日までに、当社指定の

方法により当社に対して通知するものとします。 

4. 当社は、当社がクレジットカードによる課金が確認できなかった場合、本サービスの

提供を一時停止、または中止することがあり、契約者はこれに同意するものとします。

なお、本サービスの提供一時停止期間中も利用料金は発生します。日割り等は行いま

せん。 

5. 契約者は解約または本サービスの停止がなされた際、広告配信等の利用にかかる一切



の権利も終了するものとします。 

 

第７条（禁止事項） 

1. 次の各号の一に該当した場合、当社は契約者への催告その他何らの手続を要すること

なく、契約者と当社間で成立した一切の契約の全部もしくは一部につき履行を停止し、

または解除することができるものとします。この場合、当社は、契約者に対して損害

賠償の請求ができるものとします。 

1. 契約者サイトに著作権およびパブリシティ権の侵害にあたるコンテンツなど

を掲載すること 

2. 誹謗・中傷・作為の虚偽情報等を流布することによって特定または不特定の

第三者に著しい不利益をもたらすこと 

3. 契約者が関係当局から処罰されるようなコンテンツを掲載すること 

4. 覚せい剤麻薬および毒劇物取引・児童売買春およびその斡旋等国内法によっ

て禁止されている商業活動、またはその他の違法行為を行うこと 

5. 契約者サイトにアダルト・猟奇等、公序良俗に反するコンテンツを掲載する

こと 

6. サイト内で禁止事項に抵触する団体や個人を紹介すること 

7. 本規約の禁止事項に違反するサイトやウェブサービスへリンク設置すること 

8. 当社の設定、運用、最適化技術を第三者へ漏洩すること 

9. 当社の設定、広告原稿、設定値を他アカウントへコピーすること 

10. 契約者の本サービス利用料金の決済がなされないとき（当社に対してチャー

ジバック等の連絡があった場合を含みます）、その他契約者が第５条に基づく

本サービス利用料金の支払を怠ったとき 

11. 契約者が当社に対し虚偽の申告を行ったとき、または契約者に対して 3 日以

上継続して連絡がとれなくなったとき 

12. 契約者が本規約または当社との他の契約に違反し、当社の催告にもかかわら

ず速やかにこれを履行しないとき 

13. 契約者が差押え、仮差押え、仮処分、強制執行もしくは競売の申し立てがな

され、または租税公課を滞納し督促を受けたとき 

14. 契約者が監督官庁から行政指導、営業停止または営業免許もしくは営業登録

の取消の処分を受けたとき 

15. 契約者に破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算開

始その他法的倒産手続開始の申し立てがあったとき、または解散（法令に基

づく解散も含みます）、清算もしくは私的整理の手続に入ったとき 

16. 契約者が資本減少、事業の廃止、休止、変更、または事業の全部もしくは重

要な一部の譲渡の決議をしたとき 



17. 契約者が、支払不能状態に至ったとき 

18. 契約者の主要な株主または経営陣の変更がなされ、当社が本契約を継続する

ことを不適当と判断したとき 

19. 契約者または契約者の代理人、代表者もしくは従業員等が当社の提供する一

切のサービス、その他事業活動を阻害し、またはそのおそれがあると当社が

判断したとき 

20. 契約者または契約者の代理人、代表者もしくは従業員等が法令等に違反した

場合（報道の有無を問いません）などで、契約者への本サービスの提供を継

続することが当社または契約者の利益または信用を阻害するおそれがあると

当社が判断したとき 

21. 契約者または契約者の代理人、代表者もしくは従業員等が当社、当社の提供

する一切のサービス、当社の関係会社または広告業界の信用を傷つけたとき、

またはそのおそれがあると当社が判断したとき 

22. 契約者が第１６条に違反しているまたは違反していたと当社が判断したとき 

23. 契約者の主要な取引先（本件広告に関する広告主および業務委託先を含むも

のとします）もしくはそれらの親会社、子会社、関連会社もしくはそれらの

代理人、代表者もしくは従業員等が第１６各項のいずれかに該当している、

またはそのおそれがあると当社が判断したとき 

24. 本件広告またはリンク先の内容の全部または一部が各種法令等に違反してい

る、もしくはそのおそれがあるとき、または出稿先事業者が定める掲載ガイ

ドライン等に抵触しているとき、その他、本件広告またはリンク先の内容が

不適切と当社が判断したとき 

25. 契約者または契約者の代理人、代表者もしくは従業員等が第三者のクレジッ

トカードを不正に使用して本サービスの利用契約をしたとき 

26. 契約者の本人確認ができないとき 

27. 契約者に関して運用上の不正の疑義があると当社が判断したときその他、本

サービスの提供の継続が不適当であると当社が判断したとき 

2. 契約者が前項各号の一に該当した場合、契約者が当社に対して負担する一切の債務（本

契約における債務に限られません）は、当然に期限の利益を失い、契約者は、直ちに

債務全額を現金にて当社に支払うものとします。 

3. 契約者が本条第 1 項各号の一に該当した場合は、当社は契約者に対して、損害賠償の

請求を行うことができるものとします。 

 

第１０条（メンテナンスによる業務の一時停止） 

1. 本サービスを提供するためのシステム等にメンテナンスが必要となった場合、正常に

サービス提供を行うため、当社または広告出稿先においてシステム等のメンテナンス



を行う場合があります。なお、当社に限らず広告出稿先のWebサイトにおいても実施

される場合があり、契約者は予め同意するものとします。 

2. 原則２４時間を超えるシステム停止を伴うメンテナンスにおいては、当社が把握しう

る限りは事前通告を行いますが、天災、突発事故等の場合は通告を省略することがで

きるものとします。 

3. 前項の事由によって本サービスの中断・遅延等が発生しても、当社はその責を負わな

いものとします。また、本サービスの中断・遅延が発生した場合においても、本サー

ビス利用料金の返金や日割り計算はしないものとし、契約者はこれに同意するものと

します。 

 

第１０条（免責） 

1. 当社の意図的な怠慢および責務不履行によるものを除き、当社は、契約者に起因する

損害についてその責を負わないものとします。 

2. 当社は、契約者サイトが出稿先事業者の広告掲載基準に満たしていても広告が掲載さ

れることを保証するものではありません。 

3. 本サービスを契約者が利用することにより、契約者サイトへのアクセスの増加や、売

上や利益の増加などを保証するものではありません。 

4. 契約者が本サービスを通じて他者に損害を与えた場合、契約者は、自らの責任におい

て問題を解決するものとします。 

 

第１１条（知的財産権の帰属） 

1. 当社が本サービスの提供において作成した広告に関し契約者において発生する著作権

（著作権法第２７条及び第２８条に係る権利を含む）、商標権、意匠権、特許権、その

他の知的財産権及びこれらの公的登録を受ける権利の全ては、何らの意思表示を有さ

ず、当社に帰属するものとし、契約者はこれに同意するものとします。 

 

第１２条（再委託）  

当社は、契約者に対する本サービスの提供に関して必要となる業務の全部又は一部を当社

の判断にて第三者に再委託することができます。この場合、当社は当該再委託先（以下「再

委託先」といいます）に対し、当該再委託業務の遂行について本規約所定の当社の義務と

同等の義務を負わせるものとします。 

 

第１３条（権利義務譲渡の禁止）  

契約者は、当社の事前の書面又は電子メールによる承諾がないかぎり、本契約の地位を第

三者に継承させ、あるいは本契約から生じる権利義務の全部又は一部を第三者に譲渡し若

しくは引受けさせ又は担保に供してはならないものとします。 



第１４条（届出事項の変更） 

1. 当社への届出事項に変更が生じた場合、契約者は、当社に対して速やかにその旨を通

知するものとします。 

2. 前項にある変更通知の不在によって、当社から契約者への通知、書類等が遅着または

不達となった場合、当社はその責を負わないものとします。 

 

第１５条（利用規約の改定） 

本規約は、契約者の承諾なく変更・改定できるものとします。 

 

第１６条（表明保証） 

1. 当社および契約者は、本サービスの利用契約の締結時及び契約期間中において、契約

者の役員（実質的に経営権を有する者等を含みます。）が反社会的勢力に該当しないこ

とを表明し、保証するものとします。反社会的勢力とは、暴力団、暴力団員、暴力団

準構成員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動標榜ゴ口、政治活動標榜ゴ口、特殊知

能暴力集団等、その他これらに準ずる者を言います。当社または契約者は、相手方又

はその役員が以下のいずれかに該当した場合は、催告その他の手続を要すことなく、

利用契約の全部または一部を解除することができるものとし、契約者はこれに同意す

るものとします。 

1. 反社会的勢力である場合 

2. 当社または契約者（いずれもその役員を含みます。）が、自らもしくは第三者を利

用して、以下に掲げるいずれかの行為を行う、またはそのおそれがあると、相手

方に判断された場合 

 反社会的勢力であることを標榜した場合 

 反行会的勢力を利用した場合 

 詐術、暴力的行為、または脅迫的言辞を用いた場合 

 名誉や信用等を毀損した場合 

 業務を妨害した場合 

 違法行為または法的責任を超えた不当要求行為をした場合 

 不法または不正な取引を行った場合 

2. 本条に記載する事由による利用契約の解除が行われた場合、当社は、契約者から被っ

た損害につき賠償を請求することを妨げられないものとします。また、当社は、本条

に記載する事由による利用契約の解除により契約者にいかなる損害が生じた場合も、

これを一切賠償しないものとし、契約者はこれに同意するものとします。 

 

第１７条（合意管轄） 

当社と契約者との間に生ずる訴訟については、東京地方裁判所または東京簡易裁判所を第



一審の専属的合意管轄裁判所とします。 

 

第１８条（諸法令および諸規則の順守） 

当社および契約者は日本国の諸法令・諸規則を順守するものとします。 

 

以上 

 

２０１８年６月１８日 初版制定 

２０１８年９月２６日 改定   

 

 

 


